
公売物件明細書 

物件番号 第 2号 

物品名 普通自動車 スバル フォレスター 1台 松本 300 ま 3273 

【車検有効期限：R8.1.12 公告時点走行距離：108,810ｋｍ】 

年式：平成 23年 1月 型式：DBA 

保管場所：長野県松本市島立 1256-1 中信森林管理署 

 

※1 公売物件明細書は、入札参加者が物件の概要を把握するための参考資料です。 

修理箇所、キズ、文字等もありますので、必ず入札参加者ご自身において、現物を熟覧ください。 

 

 

 

 

 

特   約   条   件 

 

 

１．車両に記載のある文字、番号、模様及びバンパーの塗装は、買受後、買受人の責任において確実

に消去・塗り替えを行うこと。消去・塗り替え後は、写真を撮影し、その写真を売払人（中信森

林管理署）へ提出し確認を得ること。 

 

２．納入告知書による代金納入後は、その領収証書の写しを売払人へメール等により送付すること。 

 

３．名義変更後の車検証の写しのほか関係書類（写）を売払人へ提出すること。 

 

４．この他、売払人が指示・連絡した事項は、確実に処理実行すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 











物件番号２ スバルフォレスター 松本３００ま３２７３
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入 札 者 注 意 書  

 

 

１ 入札希望者は、不用物品売払公告、本注意書及び契約書を熟読の上、現物を熟覧し入札 

して下さい。 

２ 現物と公示物件との数量が符合しない場合でも、これを理由として契約の締結を拒むこ 

とはできません。 

３ 入札者が代理人であるときは、入札前に必ず委任状を提出して下さい。なお、共同買受 

けをしようとするときは、入札前に代表者選任届を提出し、共同買受けの代表者名をもっ

て入札を行って下さい。 

４ 入札者は入札前に、分任契約担当官より競争参加資格があることが確認された旨の通知(写）

を提出して下さい。 

５ 入札書は、所定の用紙を使用し入札者の住所、氏名（名称）を記名のうえ押印又は署名 

するものとし、入札金額は、売払物件の金額を記入して下さい。 

 (１) 入札書へは、当該物件の消費税を除いた金額を記入し、別紙「入札金額内訳書」を添付 

  してください。 

 （２） 入札に際し、誤って消費税を加算した総額を記入して入札した場合、たとえ入札書へそ 

  のことを明記したとしても、当該入札書は消費税を除いた金額を記入して入札したものと 

  見なし、有効として処理します。また、落札以前に訂正若しくは取消の申し出があったと 

  しても、有効として処理し誤りの訂正、取消は認めません。 

 （３） 落札の金額は、入札書に記載された金額に当該金額の消費税を加算した金額となりま 

  す。この場合、消費税相当額の積算における円未満の端数は切り捨てとします。 

６ 提出済みの入札書は、その理由のいかんにかかわらず引換え、変更又は取消を行うこと 

はできません。 

７ 次の各号の一に該当する入札は無効とします。 

（１） 予算決算及び会計令(昭和 22 年勅令第 165 号)第 70 条の規定に抵触する者が入札し

たもの 

    ただし、未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約締結のために必要な同意 

  を得ている者はこの限りではない。 

（２） 予算決算及び会計令第 71 条の規定に該当するもの 

（３） 入札書に入札者の記名押印又は署名のないもの 

（４） 入札金額、氏名（名称）が確認できないもの 

（５） 入札金額を訂正した場合で訂正印のないもの 

（６） 委任状を持参しない代理人が入札したもの 

（７） その他入札に関する条件に違反したもの 

８ 開札前に入札者から錯誤等を理由として自らした入札書を無効にしたい旨の申出又は落 

札宣言後において錯誤等を理由に入札無効の申出があっても受理しません。 

９ 開札は、入札者立会いの下に行います。 

  ただし、入札者又はその代理人が開札場所に出席しない場合は、国の指定した者を立会 
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わせて開札します。この場合、異議の申立てはできません。 

10 開札の結果、予定価格に達する入札がないときは、直ちに再入札を行うことがあります。 

11 入札は、予定価格以上の最高のものをもって落札者とします。 

  ただし、落札者となる同価格の入札者が２人以上あるときは、直ちにくじによって落札 

者を定めます。 

12 入札者の連合又は不穏な挙動その他の事由によって公正な入札を行うことができないと 

認めたときは、その入札を取り消し又は中止します。 

13 外国為替及び外国貿易法（昭和 24 年法律第 228 号）第６条第１項第６号に定める非居住 

者が落札者となった場合で、その非居住者が外国為替令（昭和 55 年政令第 260 号）第 11

条 第３項の規定による財務大臣の許可を要するときは、その契約は財務大臣の許可があ

ったときに有効とします。 

14 落札決定の日の翌日から起算して 7日以内に契約を締結します。 

15 契約は、契約書を作成し、国、落札者双方が記名押印したときに成立します。 

16 落札者以外の名義人とは契約は締結しません。 

17 車両等においての車検証及び自動車賠償責任保険証書の名義変更は、落札者（買受人） 

が必要な各提出書類を準備のうえ、行うものとします。 

18 入札参加者は、暴力団排除に関する誓約事項（別紙様式）について入札前に確認しなければ

ならず、入札書の提出をもってこれに同意したものとします。 

19 本注意書に定めのない事項は、すべて会計法規の定めるところにより処理します。 

20 問い合わせ先 
 質問がある場合は、入札公告に従い、書面（任意様式）により提出してください。 
 

 

                                以 上 



 - 3 -

   （別紙） 
 

暴力団排除に関する誓約事項 
 

当社（個人である場合は私、団体である場合は当団体）は、下記１及び２のいずれにも該当せ
ず、また、将来においても該当しないことを誓約します。 
この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなって

も、異議は一切申し立てません。 
また、貴省の求めに応じ、当方の役員名簿（有価証券報告書に記載のもの。ただし、有価証券

報告書を作成していない場合は、役職名、氏名及び生年月日の一覧表）を警察に提供することに
ついて同意します。 

 
記 
 

１ 契約の相手方として不適当な者 
 
（１） 法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、法人であ

る場合は役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）の代表者、
団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。以下同
じ。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77
号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員（同法第２条第６
号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき 

 
（２） 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的、又は第三者に損害を加

える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき 
 
（３） 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直

接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき 
 
（４） 役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなどして

いるとき 
 
（５） 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有しているとき 
 
２ 契約の相手方として不適当な行為をする者 
 
（１） 暴力的な要求行為を行う者 
 
（２） 法的な責任を超えた不当な要求行為を行う者 
 
（３） 取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為を行う者 
 
（４） 偽計又は威力を用いて契約担当官等の業務を妨害する行為を行う者 
 
（５） その他前各号に準ずる行為を行う者 
 
 
    上記事項について、入札書の提出をもって誓約します。 
 



 

物件売買契約書（案） 

 

 

１ 売買物件名 第〇号 ○○〇 ○○○○○○ １台  
 
２ 売 買 代 金 ￥○○○，○○○.-  

（うち消費税額￥○○，○○○.- 消費税率 10％) 
 
３ 物件所在地 長野県松本市島立 1256-1 
 
 上記物件の売払いについて、売払人 分任契約担当官 中信森林管理署長 髙塚慎司

（登録番号 T8000012050001）と、買受人○○○〇〇〇〇〇とは、次のとおり売買契約を
締結する。 
 
（契約金額） 
第１条 買受人は、契約金額として￥○○○，○○○.- （うち消費税額及び地方消費税額

〇〇，〇〇〇円・消費税率 10％）を売払人に納付するものとする。 
２ 前項の消費税額及び地方消費税額は、消費税法第 28 条第１項及び第 29 条並びに

地方税法第 72 条の 82 及び第 72 条の 83 の規定に基づき算出した額である。 
（代金の支払い） 

第２条 買受人は、歳入徴収官 中部森林管理局長が発行する納入告知書に定める納付

期限までに契約金額を支払わないときは、その翌日から支払った日までの日数に応
じ、契約金額につき年３パーセントの割合で計算した金額を延滞金として契約金額

に合わせて売払人に支払わなければならない。 
（所有権の移転） 

第３条 売買物件の所有権は、買受人が契約金額を完納したときに買受人に移転する。 

（売買物件の引渡し） 
第４条 前条の規定により売買物件の所有権が買受人に移転した日から 15 日以内に、買

受人により売買物件の名義変更を行った上、物件の所在地で行うものとする。 
（搬出の期間） 

第５条 物件の搬出は、引渡しを終えた日から１ヶ月とする。 
（搬出後の義務） 

第６条 買受人は、物件搬出後すみやかに物件に表示されている官署名及び管理番号を

消去し、その証拠を売払人に提示しなければならない。 
２ 買受人は、売買物件の所有権を第三者に移転する場合には、前項の義務を履行し

た上で行わなければならない。 
（危険負担） 

第７条 買受人は、本契約の締結の時から売買物件の引渡しの時までにおいて当該物件

が売払人の責に帰することのできない事由により滅失又はき損した場合には、売払
人に対して契約金額の減免を請求することができない。 

（瑕疵担保等の責任） 
第８条 売払人は、本契約締結後、物件の種類、数量、又は品質等に錯誤があった場合で

も、その担保の責任を負わない。物件に隠れた瑕疵があった場合も同様とする。 
（追跡調査等） 

第９条 売払人は、第６条に定める義務に関し、必要があると認めたときは、買受人に対

して質問し、帳簿、書類、物件を調査し又は参考となるべき報告若しくは資料の提
出を求めることができる。 

２ 買受人は、正当な理由なく第１項に定める調査を拒み、妨げ若しくは忌避し又は



 

報告若しくは資料の提出を怠ってはならない。 
（契約解除による違約金） 

第 10 条 売払人は、買受人が本契約に定める義務を履行しないときは、本契約を解除

することができる。この場合、買受人は違約金として契約金額の 100 分の 10 に相
当する金額を売払人の指定する期限までに納付するものとする。 

（返還金等） 
第 11 条 売払人は、前条に定める解除権を行使したときは、買受人が支払った代金を返

還する。 
 ただし、当該返還金には利息を付さない。 

２ 売払人は、解除権を行使したときは、買受人の負担した契約の費用は返還しない。 

３ 売払人は、解除権を行使したときは、買受人が支払った違約金及び買受人が売買
物件に支出した必要費、有益費その他一切の費用は償還しない。 

（充当の順序） 
第 12 条 売払人は、買受人が契約金額及び延滞金を支払うべき場合において、現実に納

付のあった金額が契約金額及び延滞金の合計額に満たない場合には、延滞金、契約

金額の順序で充当する。 
  ２ 違約金の延滞金の納付については、第２条の規定を準用する。 

（買受人の原状回復・返還義務） 
第 13 条 買受人は、売払人が第 10 条の規定により解除権を行使したときは、売払人の指

定する期日までに売買物件を原状に回復して返還しなければならない。 
  ただし、売払人が売買物件を現状に回復させることが適当でないと認めたときは

現状のまま返還することができる。 

２ 買受人は、前項ただし書きの場合において、売買物件が滅失又はき損していると
きは、その損害賠償として、契約解除時の時価により減損額に相当する金額を売払

人に支払わなければならない。また、買受人の責に帰する事由により売払人に損害
を与えている場合には、その損害に相当する金額を売払人に支払わなければならな

い。 

（契約及び搬出の費用） 
第 14 条 本契約の締結及び履行等に関する必要な一切の費用は、すべて買受人の負担と

する。 
（信義誠実の義務・疑義の決定） 

第 15 条 売払人、買受人両者は、信義を重んじ誠実に本契約を履行しなければならない。 
２ 本契約に関し疑義があるときは、売払人と買受人が協議のうえ決定する。 

（特約条項、特約条件） 

第 16 条 別紙１及び別紙２のとおり 
 
 令和８年○月○日 
 
   売払人   登録番号 T8000012050001 

住  所 長野県松本市島立 1256-1 
         氏  名 分任契約担当官 

中信森林管理署長 髙塚慎司 
 
   買受人   住  所  

氏  名  
                        
  



 

契約金額内訳書 

 

 

 

  車両本体売払額（税抜き額）    

 

￥○○○，○○○．－ 

 

消費税等相当額（消費税率 10％） 

 

￥○○，○○○．－ 

 

小 計 額 

 

￥○○○，○○○．－ 

 

リ サ イ ク ル 料 返 納 額 

 

￥〇〇，〇〇〇．－ 

 

合 計 額 

 

 

￥○○○，○○○．－ 

 

 



 

別紙１ 

暴力団排除に関する特約条項 

 

（属性要件に基づく契約解除） 

第１条 売払人は、買受人が次の各号の一に該当すると認められるときは、何らの催告を

要せず、本契約を解除することができる。 

(1)法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、法人

である場合は役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）の代
表者、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。

以下同じ。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年
法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員（同

法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき 

(2)役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的、又は第三者に損害
を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき 

(3)役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するな
ど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき 

(4)役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するな

どしているとき 

(5)役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有しているとき 

 

（行為要件に基づく契約解除） 

第２条 売払人は、買受人が自ら又は第三者を利用して次の各号の一に該当する行為を

した場合は、何らの催告を要せず、本契約を解除することができる。 

(1)暴力的な要求行為 

(2)法的な責任を超えた不当な要求行為 

(3)取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為 

(4)偽計又は威力を用いて契約担当官等の業務を妨害する行為 

(5)その他前各号に準ずる行為 

 

（表明確約） 

第３条 買受人は、第１条の各号及び第２条各号のいずれにも該当しないことを表明し、

かつ、将来にわたっても該当しないことを確約する。 

 ２ 買受人は、前２条各号の一に該当する行為を行った者（以下「解除対象者」という。）

を再請負人等（再請負人（再請負が数次にわたるときは、全ての再請負人を含む。）、

受任者（再委任以降の全ての受任者を含む。）及び再請負人若しくは受任者が当該契
約に関して個別に契約する場合の当該契約の相手方をいう。以下同じ。）としないこ

とを確約する。 

 

（再請負契約等に関する契約解除） 

第４条 買受人は、契約後に再請負人等が解除対象者であることが判明したときは、直ち
に当該再請負人等との契約を解除し、又は再請負人等に対し当該解除対象者（再請負

人等）との契約を解除させるようにしなければならない。 

 ２ 売払人は、買受人が再請負人等が解除対象者であることを知りながら契約し、若し

くは再請負人等の契約を承認したとき、又は正当な理由がないのに前項の規定に反し

て当該再請負人等との契約を解除せず、若しくは再請負人等に対し当該解除対象者（再
請負人等）との契約を解除させるための措置を講じないときは、本契約を解除するこ

とができる。 

 



 

 

 

（損害賠償） 

第５条 売払人は、第１条、第２条及び前条第２項の規定により本契約を解除した場合
は、これにより買受人に生じた損害について、何ら賠償ないし補償することは要しな

い。 

 ２ 買受人は、売払人が第１条、第２条及び前条第２項の規定により本契約を解除した

場合において、売払人に損害が生じたときは、その損害を賠償するものとする。 

 

（不当介入に関する通報・報告） 

第６条 買受人は、自ら又は再請負人等が、暴力団、暴力団員、社会運動・政治運動標ぼ
うゴロ等の反社会的勢力から不当要求又は業務妨害等の不当介入（以下「不当介入」

という。）を受けた場合は、これを拒否し、又は再請負人等をして、これを拒否させ

るとともに、速やかに不当介入の事実を売払人に報告するとともに、警察への通報及
び捜査上必要な協力を行うものとする。 



 

別紙２ 

 

特   約   条   件 

 

 

１．車両に記載のある文字、番号、模様及びバンパーの塗装は、買受後、買受人の責任に

おいて確実に消去・塗り替えを行うこと。消去・塗り替え後は、写真を撮影し、その

写真を売払人（中信森林管理署）へ提出し確認を得ること。 

 

２．納入告知書による代金納入後は、その領収証書の写しを売払人へメール等により送付

すること。 

 

３．名義変更後の車検証の写しのほか関係書類（写）を売払人へ提出すること。 

 

４．この他、売払人が指示・連絡した事項は、確実に処理実行すること。 



 

別記様式１ 

 

 

競争参加資格確認申請書 

 

令和  年  月  日    

 

 分任契約担当官 

 中信森林管理署長 髙塚 慎司 殿 

 

住所 

商号又は名称 

代表者氏名 

 

 

 

 

 

 令和８年 月 日付けで物品公売公告に係る競争参加資格について確認されたく、下記の書類を添えて

申請します。 

なお、予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165号）第70条及び第71条の規定に該当するものでないこ

と及び添付書類の内容については事実と相違ないことを誓約します。 

 

記 

 

 １ 令和７・８・９年度農林水産省競争参加資格（全省庁統一資格）の「物品の買受け」（関東・甲信

越地域）の競争参加資格者「資格審査結果通知書（全省庁統一資格）」の写し  

 

以上 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（備考）１ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４とする。 



入札物件名 中信２号　スバル フォレスター 1 台 松本300ま3273

入 千万 百万 十万 万 千 百 十 円

札

金

額

分任契約担当官

　　中信森林管理署長　髙塚　慎司　 殿

（押印を省略する場合は記載すること)

本件責任者：

本件担当者：

連絡先　１：

連絡先　２：

（注意事項）

1

2

3

4

様式第５号（第４条）

　用紙の寸法は、日本産業規格Ａ列４番とし、縦長に使用すること。

代 　理　 人　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　金額は円単位とし、アラビア数字をもって明記すること。

　本件責任者氏名、担当者氏名及び連絡先２件を記入し、押印を省略することができる。
　責任者と担当者は、別の者を記入することを原則とするが、個人事業者等で担当者及び連絡先
が複数ない場合は、責任者と担当者に同一の者を記載し、又、連絡先の記載が１件でも構わない
ものとする。

　押印を省略しない場合は、社印、代表者印、代理人へ委任している場合は、代理人使用印鑑を
押印すること。

入　　　　札　　　　書

住　　  　所

　上記金額で中部森林管理局競争契約入札心得、入札公告、契約条項、その他関
係事項一切承知のうえ入札します。

代表者氏名

会　 社
名

令和　年　月　日



入札物件名

1 円

2 円

3 円

4 円

円

［記載方法］

・ １の金額欄に、車両の買い取り評価額を記載してください。

・ 入札金額の金額欄に、１～４の金額の合計額を記載してください。

［注意事項］

・ 内訳書の太線枠の金額欄と、様式第５号の入札書の金額は必ず一致させてください。

・ 入札書と内訳書の合計額が一致しない場合に“無効”となる場合があります。

住  　　所：

会  社  名：

代表者氏名：

リサイクル預託金（非課税対象額） 13,000

入札金額（上記内訳の合計）

車両見積額（課税対象額） ※ 消費税抜き価格

重量税　（非課税対象額） 0

自賠責保険料残存額（非課税対象額） 0

別　紙

　　　　　　　入　札　金　額　内　訳　書

項　　　　　目 金　　額

中信２号　スバル フォレスター 1 台 松本300ま3273



様式第６号（第４条）

　　　　　　　　　　　　代理人氏名

上記の者を私の代理人と定め、下記権限を委任します。

１　　入札年月日　　　　　

２　　入札物件名 中信２号　スバル フォレスター 1 台 松本300ま3273

３　　入札に関する一切の件

　　　住  　　　所

　　　商号又は名称

　　  代表者氏名

分任契約担当官

  　中信森林管理署長　髙塚　慎司　 殿

（押印を省略する場合は記載すること)

本件責任者：

本件担当者：

連絡先　１：

連絡先　２：

（注意事項）

1

2

3

　用紙の寸法は、日本産業規格Ａ列４番とし、縦長に使用すること。

　本件責任者氏名、担当者氏名及び連絡先２件を記入し、押印を省略することができる。
　責任者と担当者は、別の者を記入することを原則とするが、個人事業者等で担当者及び
連絡先が複数ない場合は、責任者と担当者に同一の者を記載し、又、連絡先の記載が１件
でも構わないものとする。

　押印を省略しない場合は、社印、代表者印、代理人へ委任している場合は、代理人使用
印鑑を押印すること。

令和　年　月　日

委　　　任　　　状

記

令和　年　月　日



　様式8号（第4条の2）

令和　年　月　日

分任契約担当官
　中信森林管理署長　髙塚　慎司　 殿

（入札者）

　住　所

　商号又は名称

　代表者氏名

（代理人）

　氏　名

入札物件名 中信２号　スバル フォレスター 1 台 松本300ま3273

により入札を辞退します。

（押印を省略する場合は記載すること)

本件責任者：

本件担当者：

連絡先　１：

連絡先　２：

（注意事項）
1 　用紙の寸法は、日本産業規格Ａ列４番とし、縦長に使用すること。

2

3

　上記について競争参加資格確認通知書の交付を受けましたが、都合

入　　札　　辞　　退　　届

　本件責任者氏名、担当者氏名及び連絡先２件を記入し、押印を省略することができ
る。
　責任者と担当者は、別の者を記入することを原則とするが、個人事業者等で担当者
及び連絡先が複数ない場合は、責任者と担当者に同一の者を記載し、又、連絡先の記
載が１件でも構わないものとする。

　押印を省略しない場合は、社印、代表者印、代理人へ委任している場合は、代理人
使用印鑑を押印すること。


